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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

施策事業費　(千円） 1,227,928 1,168,851 935,567

〇

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

人口減少に伴い水洗化人口・給水人口は低下しているが、個
別合併処理浄化槽の設置による水洗化、上下水道施設の更
新・水道老朽管の布設替え、簡易水道施設の更新は順調に進
んでいる。

A B C D E

進捗結果

成果指標
設定の考え方

①公共下水道、農業集落排水、合併浄化槽の生活排水処理による水洗化率として、2026年度目標値を96.9%と
設定
②上水道区域、３簡易水道（上美生・美生・河北）区域の給水人口として、2026年度目標値を16,400人と設定

④
③事務事業全体
の振り返り(総括)

・個別合併処理浄化槽は、農業者の世帯分離や町外からの移住者など非農家住宅の新築に伴う設置
要望がある。
・下水道施設は、農業集落排水施設を含め、老朽化施設の再整備(改築更新、長寿命化)及び耐震化対
策を進めている。
・簡易水道施設は、河北地区の老朽化施設更新を道営土地改良事業を活用した北海道との合併施工
により平成26年度から実施し、切換え工事を含め令和６年度に完了した。
・上水道施設整備は、無水源地域の解消に向けた区域拡張の可能性検討を進めているほか、水道施
設の更新や耐震化を推進するとともに、計画的に老朽管の布設換えを実施している。

配水管整備事業
16,400

下水道建設事業①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

個別合併処理浄化槽新設事業

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

上水道(第6期)拡張事業
③

16,104②
給水人口（上水道・簡易水
道）

決算統計 人
16,419
(R3)

16,192

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成でき
る

①
水洗化率（下水道・集落排
水・合併浄化槽）

決算統計 ％
96.4
(R3)

96.5

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績

96.4 96.9

（２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

根拠
（理由）

①について
　下水道・集落排水施設の集合処理による水洗化は概成
しており、生活環境の改善が図られ、老朽化施設の再整
備等により、機能保全も進められている。集合処理区域
以外の個別合併処理浄化槽は、要望に対し計画的に設
置し、水洗化は進んでいる。
②について
上水道区域の拡張工事が完了や老朽化した簡易水道施
設の更新により、水道事業が目的とする安定供給は維持
している。人口減少に伴う給水人口減少から、将来の水
需要予測に基づく近隣自治体との広域化の可能性検
討、簡易水道の一部を上水道化する検討を進める必要
がある。

施策の方針 対象 意図 結果

上下水道等の整備により、ライフラインを確保
し、快適な生活環境の維持に努めます。

想定され
る理由

人口減少に伴い水洗化人口・給水人口は低下して
いるが、個別合併処理浄化槽の設置による水洗化、
上下水道・簡易水道の整備は順調に進んでいる。

主　管　課 水道課 課長名 次田　裕二 内　線 427 成果は変わらなかった

2024年度実績

上下水道等施
設

・老朽化した施設の改築更新・耐震化 安全・安心な上下水道の安定提供

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業
の企画実施で目標達成は可能

（１）施策の達成度とその考察

4-3-3 政策名 自然と調和した持続可能な生活環境の整備・保全

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

施策関係課 成果は低下した

作成： 2025 6 18

施策番号

施　策　名 上下水道の整備

基本目標 自然と共生する災害に強い安全・安心のまちづくり
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４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

・生活排水について、町民としてできる取り組みを広報してほし
い。
・災害対策も考慮し、施設の耐震化等を進めてほしい。

進捗結果 5

A B C D E

進捗結果 〇

施策を取り巻く状
況と今後の予測

・上下水道の整備は産業活動や日常生活を支える重要な社会インフラであり、その安定的な供給と持
続可能な経営は、極めて重要な役割である。
・上下水道事業を取り巻く状況は、人口減少や節水意識の向上により、料金等の収入が減少するなか
で、管路を含む施設の老朽化対策、耐震対策、適切な維持管理が必要な状況にあり、また、近年の人
件費や物価高騰から経営環境は厳しさを増す状況となっている。
・経営状況に配慮した事業運営を維持するため、必要な収入の確保として料金等の適正化に努め、効
率的で計画的な老朽対策工事や耐震対策工事を進めるとともに、適切な維持管理により持続的に機
能保全を図る必要がある。

評価 成果指標等から、前進したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する
意見

５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意
見や要望が寄せら
れ、どのように改善

したか。

・上水道事業の経営面においても、効率的な施設整備と適正な管理や料金の適正化に努め、健全な事業経営の維持のた
め、安全安心な供給に対する要望がある。
・郊外地における生活環境及び水洗化の向上を図る個別合併処理浄化槽新設事業は、農業後継者の世帯分離や町外から
の移住者等による新規設置要望がある。
・老朽化施設の再整備について水道というライフラインを守るために採算を度外視して進めなければいけない部分があるとの
意見がある。
・議会から水道事業における広域化・耐震化など、災害に備えた水道施設からの安定供給等について一般質問がある。

上下水道各種施設について、計画的な老朽対策や耐震対策を進めるとともに、適正な維持管理により機能保全を図ってい
る。

評価
・成果指標のみでの判断は難しい。
・更新や布設替えが順調とあったため。

◆取組①　上水道施設の整備強化と維持管理の推進
・上水道では、「芽室町上水道事業施設整備基本計画」に基づき、施設の更新や耐震化を計画的・効率的に実施してい
く。
・下水道では、「芽室町下水道ストックマネジメント計画」に基づき、効率的な維持管理や改築更新・耐震化対策を推進し
ていく。
・農業集落排水では、「芽室町集落排水施設維持管理適正化計画」に基づき、計画的な改築更新を推進していく。
・個別合併処理浄化槽では、郊外地(農村部)における下水道施設であり、多くの住民が良好な生活環境を確保するため
必要な施設であり「芽室町合併処理浄化槽基本計画」に基づき、整備を推進していく。
◆取組②　上下水道事業の健全な運営
・上水道、下水道事業の経営戦略の適宜、見直しを実施していく。
・人口減少による料金等の収入減少、老朽化対策、耐震対策の実施、物価高騰による維持管理経費の増大から経営環
境は厳しさを増す状況にあり、必要な収入の確保に向け、料金等の適正化への検討を進める。
・「わかりやすい上下水道経営(経営戦略・経営比較分析表・決算書の解説)」の情報提供を進める。

今後の取組
に対する
意見

E
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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

作成： 2025 6 20

施策番号

施　策　名 消防・救急の充実

基本目標 自然と共生する災害に強い安全・安心のまちづくり （１）施策の達成度とその考察

4-1-2 政策名 安全・安心に暮らせる生活環境づくり

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

施策関係課 総務課 成果は低下した

根拠
（理由）

①後期高齢者を対象とした取り組みの推進。
②事業所に対する防火指導の徹底。ゴミ焼抑止の防火
パトロールの強化。
③町との連携強化。町内会、自主防災組織及び企業へ
各種講習会開催の働きかけ強化。

施策の方針 対象 意図 結果

災害の拡大防止と、緊急時の迅速かつ的確
な対応に向けた備えをすすめます。

想定され
る理由

①新築及び改築に伴い設置率は微増。
②計画的な防火査察とパトロールの実施。
③芽室町の防災訓練と連携した防火・救急講習の実施。

主　管　課 芽室消防署 課長名 松久哲也 内　線 62-5377 成果は変わらなかった

2024年度実績

町民、消防・救
急体制

・予防意識の醸成と、災害・緊急時の迅
速かつ的確な支援
・消防・救急体制の充実を図る

町民の生命・財産を守る

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業
の企画実施で目標達成は可能

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成でき
る

①
住宅用火災警報器の設置
率

消防署調べ ％
70.0
(R3)

68.0

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績

75.0 90.0

（２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

③
防火講習会・普通救命講
習会参加者数

消防署調べ 人
388
(R3)

1031 1503

8② 火災出動件数 消防署調べ 件
20
(R3)

13

③事務事業全体
の振り返り(総括)

・災害現場における消防職員の安全・迅速な活動を遂行するために必要な、被服や特殊装備の更新を計画的に
実施し、各種講習会の受講、救急隊員病院実習及び消防学校専門課程の入校で得た知識を職員全体で共有し
能力の向上を図った。
・消防団に配備されている消防自動車の安定した運用を目指すため、団員の中から機関員育成を目的とした、
団員大型免許取得事業を令和６年度から公費負担として毎年度１名取得している。
・複雑多様化する災害に対応するため、消防車両の安定した運用が求められていることから、車両（積載装備含
む）の更新を計画的に実施する。

芽室消防施設整備事業

10件以下

芽室消防団運営事業①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

芽室消防署活動事業

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

2200

成果指標
設定の考え方

①１年７％上昇を目標として算出したもの。
②近年の火災出動の動向を基に目標値を算出したもの。
③自主防災組織数の増加による参加者増を見込んで算出したもの。

④

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

消防として、施策の推進を一定程度進めることができた。
災害現場における安全・迅速な活動を遂行することができた。
計画策定時と比較して前進した。

A B C D E

進捗結果

施策事業費　(千円） 345,564 399,072 384,165

○

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した
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４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

E

進捗結果 ○

施策を取り巻く状
況と今後の予測

《施策を取り巻く状況》
　・少子高齢化に伴う人口の減少と高齢者人口の増加
　　⇒令和６年度の芽室消防署が対応した救急出動に占める６５歳以上の割合は約６７．６％。
　　⇒令和５年消防白書の建物火災死者数に占める６５歳以上の割合は約７３．８％。
　　⇒消防団員の定数不足と高齢化。

《今後の予測》
　・芽室町及び近隣市町村の少子高齢化が進むことで、救急出動件数の増加が予測される。
　・芽室町の少子高齢化に伴い、高齢者世帯が災害に巻き込まれる確率が高まる。
　・消防団員の定年退職に伴い、平均年齢の上昇と定員不足の慢性化が予測される。

評価 成果指標等から、前進したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する
意見

５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意
見や要望が寄せら
れ、どのように改善

したか。

・住宅用火災警報器の設置について、対象を年齢で分けるのではなく、築年数が古いエリアを中心に巡回した
方が効果的ではないか。
　芽室町の設置率を調査することが目的のため、築年数が古いエリアを巡回すると正確な設置率を調査できな
いことから、調査手法としてはランダムに抽出した住宅を対象とする必要があります。調査の過程で、未設置世
帯を確認した際は設置の指導をおこなっています。
　後期高齢者７５歳以上を対象とした理由は、消防白書の全国建物火災死者数に占める６５歳以上の割合が高
いことから、対象年齢を絞り込むため後期高齢者としました。

評価

B
・災害の迅速的な対応、出動件数の減少を評価。
Ｃ
・成果指標が目標に近づいている。
・全体の取り組み内容が充実している。●防火講習会・普通救命講習の推進（芽室消防署活動事業）

　町民が防火・防災・応急手当に関する知識と技術を習得する機会として、講習会の開催を推進する。

●火災予防の普及と住宅用火災警報器の設置・取替え（芽室消防団運営事業）
　独居老人宅防火訪問や幼年消防クラブ活動を推進し、高齢者や子供達を災害から守ると共に、防災や応急手当に関心を持った
人材の育成を図る。
　町内で開催されるイベント会場において、住宅用火災警報器の設置・取替えに係る広報活動を実施する。

●消防・救急体制の充実・強化（芽室消防施設整備事業）
　複雑多様化する災害に対応できる消防体制を構築するため、専門知識の修得、近隣署所との合同訓練、消防車両や各種資機
材の研究・調査及び必要とする装備の計画的な配備・更新を進める。 今後の取組

に対する
意見

・火災予防は住民意識の向上が大事であるため、講習会や報
知器の設置を進めてほしい。
・熱中症による出動あったと周知すれば、予防の啓発となるの
ではないか。
・活動等について広報誌や町の公式なものでも発信をしてはど
うか。

進捗結果 1 4

A B C D E
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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

施策事業費　(千円） 92,069 99,170 131,958

〇

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

各成果指標とも基準値を超える状況にあることから、進捗結果
は「前進した」と考える。

A B C D E

進捗結果

成果指標
設定の考え方

①・②共通
　安定かつ継続的に高い町民満足度を維持することを目標に設定したもの。

④
③事務事業全体
の振り返り(総括)

・各課における接遇向上の取組
→　「朝のあいさつ運動」の定着や、接遇・コミュニケーションの職場研修など、各職場に応じた接遇対策の改善と実践に努
めた。
・各種申請等における押印の廃止
→　行政手続きの利便性向上を図るため、原則、押印を廃止し、手続きに要する時間や負担の軽減を図った。
・芽室版書かない窓口「楽らく窓口」推進に係る取組
→　証明書用申請書の書かない化スタート、キャッシュレス対応レジ導入、コンビニ交付スタート、一部異動届の書かない省
力化

80%以上

①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

戸籍・住民登録・印鑑登録管理事務

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

③

86.6②
町の行政サービスに満足
している町民の割合

住民意識調査 ％
82.9
(R3)

84.0

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成できる

①

役場等の窓口やカウン
ター、電話などでの職員の
対応に満足している町民
の割合

住民意識調査 ％
82.3
(R3)

88.7

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績

84.8 80%以上

（２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

根拠
（理由）

①職員研修の継続で接遇向上を図ることにより、目
標達成は可能と考える。

②各種事業における継続的な課題について、これま
で同様に行政と住民の役割分担の考え方を丁寧に
説明し、共通認識を図ることで目標達成は可能と考
える。

施策の方針 対象 意図 結果

町民が迅速・正確と感じる対応や案内により、
親切で便利な行政サービスの提供をすすめま
す。

想定され
る理由

前年度と比較して、２つの成果指標の実績値の結果
（増減）が異なっており、トータルとして成果は変わら
なかったと考える。

主　管　課 総務課 課長名 佐々木快治 内　線 234 成果は変わらなかった

2024年度実績

町（役場）
・町民に、迅速、正確に対応するサー
ビスを提供する

町民の満足度が増し、行政への信
頼感が高まる

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業の
企画実施で目標達成は可能

（１）施策の達成度とその考察

5-2-3 政策名 時代に即した行財政運営と行政サービスの推進

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

施策関係課 政策推進課・住民税務課・都市経営課・環境土木課 成果は低下した

作成： 2025 6 23

施策番号

施　策　名 親切・便利な行政サービスの推進

基本目標 住民と行政がともに考え未来へつなぐ自治のまちづくり
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４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

・できない理由や、こうすればできるという説明を丁寧に行う
と、住民が主体的に動けるような情報提供に繋がり良いので
はないか。
・住民との役割分担の考え方を辛抱強く進めることが大事。

進捗結果 5

A B C D E

進捗結果 〇

施策を取り巻く状
況と今後の予測

＜施策を取り巻く状況＞
・　住民との協議・折衝の増加～各種事業の見直し等

＜今後の予測＞
・　自治体DX推進計画に基づく、行政サービスにおけるデジタル化の伸展。

評価 成果指標等から、前進したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する

意見
５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意

見や要望が寄せら
れ、どのように改

善したか。

・窓口や電話対応における、職員の接遇向上
→　都度、該当課において改善を重ね、全庁的にも課題共有を図った。

評価 ・成果指標の目標を超え続けている。

課題①　　職員の接遇向上
　　          職場研修と職場外研修を効果的に組み合わせることで研修効果を高めるとともに、職員個々に
　　          対するきめ細かな研修を実施する。

課題②　　各種事務手続きの煩雑さ、庁舎滞在時間の長時間化
　　          ＤＸ担当部局を中心に業務の棚卸を行うなど、申請事務等の手続きの効率化を図るとともに、
　　          各事業における ＩＣＴ化の検討も進め、庁舎での滞在時間の短縮や、来庁しなくても手続き可能
　　          な事務の検討を更に進める。

今後の取組
に対する

意見

E
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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

作成： 7 6 19

施策番号

施　策　名 住民自治の実現と地域の活力の維持

基本目標 住民と行政がともに考え未来へつなぐ自治のまちづくり （１）施策の達成度とその考察

5-1-2 政策名 多くの町民が関わり参加する自治のまちづくり

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

施策関係課 政策推進課・総務課・都市経営課 成果は低下した

根拠
（理由）

・町内会加入率が年々低下する中、単位町内会、市
街地町内会連合会が主体的に行う取り組みに対し
て、町が一部支援を行ない、より効果的な対策とな
ることで住民意識が向上する可能性がある。

施策の方針 対象 意図 結果

地域の活力を維持し、住民自治を実現させ、よ
り良い地域づくりをすすめます。

想定され
る理由

・行政と町民、個人と団体をつなぐコーディネート機
能を発揮する町民活動支援センターの活動が大き
な役割を果たし成果を上げている。

主　管　課 魅力創造課 課長名 我妻　修一 内　線 242 成果は変わらなかった

2024年度実績

町民
町に愛着や誇
りを持ち係る人

・町に愛着や誇りを持ち、地域のため
に活動する

まちづくりに係る人が増えることで
地域の活力を維持する

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業の
企画実施で目標達成は可能

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成できる

①
地域の活動に参加してい
る町民の割合

住民意識調査 ％
38.3
(R3)

43.6

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績

44.6 55.0

（２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

③
芽室町に住み続けたいと
思う町民の割合

住民意識調査 ％
94.6
(R3)

92.7 95.1

93.6②
芽室町が好きな町民の割
合

住民意識調査 ％
94.3
(R3)

91.6

③事務事業全体
の振り返り(総括)

・行政と町民、個人と団体をつなぐコーディネート機能を発揮する町民活動支援センターについて、セン
ター職員と町担当者で毎月行う定例会議を通じて、町の理念と方針を運営に反映できるよう努めた。
・市街町内会連合会との情報共有を密にし、相談対応・助言など、後方支援を行なった。

95.0

①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

町民活動支援センター運営事業

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

95.0

成果指標
設定の考え方

①前期目標値に達していないことから、同数値を設定した。
②③基準値が非常に高いことから、その値を維持することを目標とした。

④

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

・町民活動支援センターの活動は、行政と町民をつなぐコー
ディネート機能を発揮している。一方で、町内会加入率低下に
歯止めがかからず、住民自治のあり方そのものを見直す時期
にきており、計画策定時と比較して維持したと評価した。

A B C D E

進捗結果

施策事業費　(千円） 229,918 203,542 200,855

○

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した
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４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

E

進捗結果 ○

施策を取り巻く状
況と今後の予測

・住民自治については今後も必要不可欠であるが、人口減少が続くことや、個人の意識の多
様化など、難しい局面を迎えていることから、町民活動支援センターの果たす役割の大きさ
や、住民自治の担い手確保は喫緊の課題であり、町民活動支援センター機能の強化ととも
に、町とのより一層の連携、また、住民自治の多様な担い手確保策の模索が必要となる。

評価 成果指標等から、維持したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する
意見

５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意
見や要望が寄せら
れ、どのように改
善したか。

・町内会に対する町の役割、スタンスについて、従前と現在、今後において変わったのかとの声がある。
→町のスタンスをこれまでも、これからも変わらず、単位町内会、市街地町内会連合会、町、それぞれの役割、立
場を明確にし進める。
・地域集会施設については、地域活動の拠点として必要との声が多い。
→施設の必要性、規模、機能など、地域の方との意見交換の実施、合意形成を図りながら進める。

評価

C
・成果指標の上昇を評価。
・町民活動支援センターとの連携は成果を上げている。
Ｄ
・成果指標の上昇はあるが、町内会活動が衰退しているため。

・町内会の加入率は年々低下しており、加入促進やデジタル化、加入促進などに係る、市街地町内会連合会
の主体的な取り組みを、町として側面から支援する。また、住民自治の新たな担い手について、調査・研究を
進める必要がある。
・地域集会施設の再編・再整備について、地域との協議を継続する。
・行政と町民、個人と団体をつなぐコーディネート役である町民活動支援センターについて、町との情報共有、
連携を図りながら、安定した運営を維持していく。

今後の取組
に対する
意見

・まちづくりに対して、アイデアはあるが言えない、行動できな
い人が居るのではないか。会合などで役場職員が第三者の立
場から関わって、仲介してほしい。
・住民自治について、町の方針が重要。
・コミュニティは必要。地域１人１人が自分の得意を出し活躍す
ることで、生きがい等にもつながる。
・町民活動支援センターと役場のつながりやその団体のＰＲを
するとよいのではないか。

進捗結果 4 1

A B C D E
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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

作成： 2025 6 23

施策番号

施　策　名 効果的・効率的な行政運営

基本目標 住民と行政がともに考え未来へつなぐ自治のまちづくり （１）施策の達成度とその考察

政策名 時代に即した行財政運営と行政サービスの推進

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

総務課・都市経営課 成果は低下した

計画などに基づき、人口減少など
に対応した効果的で効率的な行政
運営に結びつける

総合計画：目標と掲げられた指標を実
現する
行政大綱：対象実施計画を実現する

第５期総合計
画
第10次行政改
革大綱

総合計画と行政改革大綱の取組を推進し、人
工規模に合わせた効果的で効率的な行政運
営をすすめます。

意図 結果

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成でき
る

33施策
（Ｄ以上）
0施策
（Ｂ以上）

34施策
(D以上)
2施策
(B以上) （２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

想定され
る理由

①の成果指標以外は、上昇していることから、成果
は向上したと判断する。

主　管　課 政策推進課 課長名 有澤勝昭 内　線 242 成果は変わらなかった

5-2-1

施策関係課

根拠
（理由）

②③の成果指標は目標値に到達しており、⑤につい
ても前年度より上昇していることから、現時点では、
現状の取組で目標は達成できると判断する。

施策の方針 対象

①
第５期総合計画前記実施
計画の施策評価（外部）の
C以上の評価施策割合

総合計画推進委
員会評価結果 ％

34施策
(D以上)
０施策
(B以上)
(R3)

34施策
(D以上)
4施策
(B以上)

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績 2024年度実績

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業
の企画実施で目標達成は可能

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

③
町の行政サービスに満足
している町民の割合

住民意識調査 ％
82.9
(R3)

84.0 86.6

84.0② 職員満足度 職員アンケート ％
78.0
(R3)

81.0

③事務事業全体
の振り返り(総括)

・総合計画の進行管理において、庁内評価・外部評価を実施した。
・公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化した公共施設（集会施設等）の再整備を進めた。令和６年
度については、地域協議を踏まえ、１施設について再整備を行った。
・全庁的な取組として、DX構想を推進するため担当を配置し、令和５年度に策定した芽室町DX推進ビ
ジョンに基づき事業を推進した。

DX（デジタルトランスフォーメーション）推進事業

80.0

公共施設等総合管理計画推進事業①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

総合計画推進事業

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

80%以上

④
公共施設（建築物）管理面
積

都市経営課調べ ㎡
205,370.91
(R3)

#########

成果指標

⑤ 12.5

①全施策においてD判定（変わらない又は維持した）以上を目指す。また、全施策のうち、5％以上（２施策以上）
においてB判定（大きく前進した）を目指す。②前期実施計画で目標としていた数値の実現を目指す。③前期実
施計画で目標としていた数値は達成しているが、80%以上を継続できるよう目指す。④公共施設等総合管理計画
の目標値を目指す。⑤町有財産利活用等基本方針に基づき設定した目標値を目指す。

町有財産（土地）利活用率 都市経営課調べ ％
10.9
(R3)

10.9

188,446.83 187,091.7

15.0

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

総合計画の進行管理における外部評価の実施や公共施設等
総合管理計画に基づく集会施設等の再整備、芽室町DX推進
ビジョンに基づく事業の推進により、総合計画策定時より前進
していると判断する。

A B C D E

進捗結果

施策事業費　(千円） 114,652 160,553 159,629

〇

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した
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４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

E

進捗結果 〇

施策を取り巻く状
況と今後の予測

≪施策を取り巻く状況≫
・「芽室町自治基本条例」や「第5期芽室町総合計画」の推進はまちづくりの将来像、基本目標
の達成のための町政運営の原則であり、基本方針である。今後も進行管理をしっかり行いが
ら行政運営を進めていく必要がある。
・国全体におけるDX（デジタルトランスフォーメーション）の流れが加速しており、本町において
も芽室町DX推進ビジョンに基づき、取り組みを推進していく必要がある。

≪今後の予測≫
・芽室町総合計画のＰＤＣA（計画、実行、評価、見直し）サイクルは定着しているが、ＰＤＣＡそ
れぞれの作業が次のサイクルに反映させる取り組みを推進していく必要がある。
・DXが目的にならないように、住民視点での取組を進めていく必要がある。

評価 成果指標等から、前進したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する
意見

５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意
見や要望が寄せら
れ、どのように改善

したか。

議会からは、DXを積極的に推進するよう意見がある。

評価 ・成果指標の増加を評価。

・計画・予算・評価の連動を目指しているが、評価と計画の繋がりが弱い。特に、施策の成果向上への結びつ
きが弱い事業については、縮小・中止・廃止の判断も必要になる。このため、改めて、全事務事業の点検をす
る必要がある。

・令和５年度に策定した芽室町DX推進ビジョンに基づき、全庁的に取組を進めていく必要がある。

・公共施設等総合管理計画の目標達成に向けた、ファシリティマネジメント（施設とその環境を総合的に企画・
管理・活用する経営活動）の視点を踏まえた進行管理を継続して進める必要がある。

今後の取組
に対する
意見

・住民意識調査が抽象的なため改善できないか。
・公共施設や集会施設の老朽化が進んでいる。計画案を早め
に出してほしい。

進捗結果 5

A B C D E
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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

施策事業費　(千円） 1,438,534 1,141,113 1,465,435

〇

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

町税の徴収については、一定の成果を上げているが、町全体
の財政状況が良くなったとは言い難いと考える。

A B C D E

進捗結果

成果指標
設定の考え方

①・②：実行計画を基に作成した財政計画の中の推計値より目標値を設定した。
③：現状の収納率を上回るように設定した。

④
③事務事業全体
の振り返り(総括)

・評価、予算に連動した「中期財政計画」を毎年度見直しながら、総合計画を推進すると共に、事業費の
抑制や国の交付金などを積極的に活用し、町財政への影響は最小限に留めた。

・町税収納率は、物価高騰の影響が憂慮される中でも、0.3ポイント上昇した。
・滞納者は複数の税や料金を滞納しているケースが多く、納税相談等により生活実態を的確に把握し、
納付誓約や各種制度の紹介を行い、徴収率の向上に努めた。

実質公債　　費
比率　　7.5%未満
将来負担　　比

率
100%未満

町税等滞納徴収事務①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

財政基本計画策定事務

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

99.3③ 町税徴収率
地方財政状況調

査 ％
99.2
(R3)

99.1 99.4

8月判明②
健全化判断比率（実質公
債費比率・将来負担比率）

地方財政状況調
査 ％

実質公債　　費
比率5.2
(R3)

将来負担　　比
率72.8
(R3)

実質公債　　費
比率
8.1

将来負担　　比
率
82.6

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成でき
る

① 経常収支比率
地方財政状況調

査 ％
81.2
(R3)

89.7

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績

8月判明 88.4%未満

（２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

根拠
（理由）

経常収支比率・実質公債費比率は、物価高騰及び
庁舎建設や温水プール建設など大型事業の実施に
より、上昇する見込みであるが、他の指標は目標を
達成できる見込みであり、トータルで考えると、概ね
達成できると考えられる。

施策の方針 対象 意図 結果

安定した行政サービスの提供に向け、収支バ
ランスがとれた健全な財政運営をすすめま
す。

想定され
る理由

③の指標は目標値を上回ったが、①と②は物価高
騰や大型事業の実施により上昇する見込みである
が、事業費の抑制や交付金の活用により、町財政へ
の影響を最小限に留めており、成果は変わらなった
考えられる。

主　管　課 政策推進課 課長名 有澤勝昭 内　線 213 成果は変わらなかった

2024年度実績

町財政

・財政が健全な状況である（一般・特
別・事業会計）
　→収支のバランスが取れ、黒字の状
態

行政サービスを安定的に提供でき
る

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業
の企画実施で目標達成は可能

（１）施策の達成度とその考察

5-2-2 政策名 時代に即した行財政運営と行政サービスの推進

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

施策関係課 住民税務課 成果は低下した

作成： 2025 6 23

施策番号

施　策　名 健全な財政運営

基本目標 住民と行政がともに考え未来へつなぐ自治のまちづくり
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４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

・各事務事業についてはスクラップ＆ビルドや取捨選択をして
進めてほしい。
・損益計算書を作り公表してはどうか。

進捗結果 9 1

A B C D E

進捗結果 〇

施策を取り巻く状
況と今後の予測

≪施策を取り巻く状況≫
歳入の確保、歳出の抑制は、健全な財政運営に欠かせないものであるが、物価高騰に伴う経
常経費の上昇や公共施設の老朽化による大規模修繕のため、一定の財政支出は必要であ
る。このため、改めて、各事務事業の事業効果については十分見極め、スクラップアンドビル
ドを図る必要がある。

≪今後の予測≫
物価高騰に伴う経常経費の上昇や斎場を含む公共施設の老朽化による大規模修繕などに備
えるとともに、バランスのとれた財政運営を図っていく必要がある。また、国全体の財政悪化に
よる地方への影響も注視していく必要がある。

評価 成果指標等から、維持したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する
意見

５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意
見や要望が寄せら
れ、どのように改善

したか。

議会においては、財政調整基金残高や各種指標など、財政健全化に関する意見がある。

評価

D
・施策の達成状況、課題認識を踏まえ判断。
・環境が悪く、成果の悪化はやむを得ないと考えた。
E
・成果指標①②が計画策定時よりも下回っており、具体的な改善内
容もない。成果指標③は伸びしろに期待できない。

・評価・予算に連動した中期財政計画を毎年度見直しながら、総合計画を着実に推進する必要がある。
・多様化する住民ニーズや、施設の老朽化・庁舎建設などにより、起債残高が増加している。このため、事業
の取捨選択が必要であり、真に住民にとって必要な事業を見極めて実施する必要がある。
・特別会計・事業会計の繰出しが一般会計の収支に影響を及ぼしていることから、独立採算性の原則を徹底
する必要がある。
・町税等の滞納対策を強化するため公金徴収一元化を実施しているが、運用状況を点検しながら推進する必
要がある。
・住民にとって支払いやすい環境を整えるため、今後も各種税金納付方法のさらなる拡充を推進していく必要
がある。

今後の取組
に対する
意見

E
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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

作成： 7 6 23

施策番号

施　策　名 担い手育成と農業の応援団づくり

基本目標 農業を軸とした活力と賑わいのあるまちづくり （１）施策の達成度とその考察

1-1-1 政策名 持続可能な農業の基盤整備と支援の強化

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

施策関係課 総務課、農業委員会 成果は低下した

根拠
（理由）

・新規就農者数、農地集積率、地産地消を意識する
割合は、昨年度程度を維持している。
・新たな担い手確保のための担い手部会設置によ
り、課題解決に向けて進んでいる。
・食農理解促進事業を含む現状の取組の継続実施
により目標は達成できると考える。

施策の方針 対象 意図 結果

農業経営体の育成と新たな担い手の確保を
推進し、町民の「食」と農業に対する理解の促
進を図り、持続可能な農業による活力あるま
ちづくりを目指します。

想定され
る理由

・新規就農者、農地集積率、地産地消への意識、い
ずれも昨年度程度を維持している。

主　管　課 農林課 課長名 高橋　力 内　線 261 成果は変わらなかった

2024年度実績

農業経営体
町民

・農業経営体の育成と新たな担い手確
保による、経営の安定、拡大
・担い手への農地集積
・町民の「食」に対する理解促進

専業経営を中心とした、発展・持続
する土地利用型農業の推進

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業
の企画実施で目標達成は可能

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成でき
る

①
新規就農者数（後継者就
農を含む）

農林課調べ 人
39

（H30～
R3）

8
（8）

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績

8
（16）

50
（R5～
R8）

※実績値
下段（）内
は累計（目
標対比）

（２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

③
日頃、地産地消を意識して
買い物をしている町民の割
合

住民意識調査 ％
86.4
（R3）

84.7 85.5

95.9②
認定農業者等の担い手へ
の農地集積率

農林課調べ ％
95.9
（R3）

94.9

③事務事業全体
の振り返り(総括)

・自主的活動支援事業補助金により、担い手の自主的な研修・研究活動への支援を継続実施した。
・農業後継者のスムーズな就農を支援するため、ＪＡめむろと連携を密にし「新農業経営育成システム」
を継続実施した。
・「食農教育」（芽小・西小６年生）について、指導農業士・農業士会、ＪＡめむろの協力を得て、教育委員
会と連携し継続実施した。
・新たな担い手（新規就農者、労働力、農業後継者の配偶者）確保のため設置した、担い手部会（農業
再生協議会 営農活動支援委員会）において、相談対応にあたり、第3継承、独立に向けて協議を行っ
た。

95％以上
食農理解促進事業①施策の成果向

上に対して貢献
度が高かった事
務事業

農業担い手育成支援事業

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

85％以上

成果指標
設定の考え方

①新たな担い手確保における成果として、新規就農者数を指標とし、期間内に５０人を目指すもの。
②農業経営の基盤となる農地をできるだけ担い手に集積するという考え方から、農業委員会による本調査数値
を成果指標とし、現状維持を図っていくもの。
③農業への理解と郷土愛醸成の指標として、本調査の割合を高水準で維持することを目指すもの。

④

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

成果指標については概ね目標を達成しており、「食農理解促進
事業」の継続実施や関係機関と連携した担い手確保対策によ
り、取り組みは進んでいるが、計画策定時と比較すると維持と
考える。

A B C D E

進捗結果

施策事業費　(千円） 171,093 82,066 87,845

○

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した
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４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

E

進捗結果 ○

施策を取り巻く状
況と今後の予測

・農業現場における労働力不足は、農業の安定経営や将来にわたって耕作放棄地を発生さ
せないために解決すべき大きな課題であり、中・長期的な視点による対策が必要となってい
る。
・めむろ農業の応援団づくり、それによる郷土愛醸成のため、農業の魅力を発信・体験するこ
とができる「食農理解促進事業」の定着、さらなる拡大・充実が必要となっている。
・国際情勢の変化などにより、地産地消意識のさらなる醸成、国産農畜産物への回帰の動き
が見られる。

評価 成果指標等から、維持したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する

意見
５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意

見や要望が寄せら
れ、どのように改善

したか。

・農業の応援団づくりとして、農家以外への周知、農業小学校のPR
→食農理解促進事業においては、食農教育や農業小学校の取り組みを広報誌、SNS等で発信した。
・後継者が不在となる場合に時代に合った取り組みの構築
→新たな担い手確保のために設置した、担い手部会において、第3者継承、独立など新規就農に向け、関係機
関と協議を行いながら対応し、新規就農となるケースがあった。

評価
・成果指標②③が目標値に近いため。
・施策の達成状況、課題認識等を踏まえ妥当と判断。

・担い手の育成・確保に向けて農業再生協議会担い手部会において、就農希望者（第3者継承も含む新規就
農者など）の具体的対応に継続して取り組む。
・食農教育は、指導農業士・農業士会、ＪＡめむろ、教育委員会（学校）と意見交換し、毎年度見直しを図りな
がら定着を図り、町内全小中学校における食農教育の実施に向けて、関係機関との協議を継続する。 今後の取組

に対する
意見

・高校生や大学生にも十勝農業の魅力を発信してほしい。
・地域だけではなく、大消費地でも食育を進めてほしい。

進捗結果 10

A B C D E
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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

施策事業費　(千円） 389,249 574,587 487,980

○

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

営農に係る技術的な指導に加え、経営分析による経営指導
の拡大、機械・設備の導入などにより、外的要因（天候、災害
など）に大きく影響されない強固な経営基盤が確立されてき
たと考える。
申請のオンライン化は取り組めるものから実施しており、徐々
に浸透していると考える。

A B C D E

進捗結果

成果指標
設定の考え方

①農業産出額を本施策の成果指標とし、過去最高の数値と同程度を目指すもの。
※令和３年度から総額表示に変更

④
③事務事業全体
の振り返り(総括)

・農業生産性の向上、経営基盤の安定化を図るため、農業振興センターによる技術普及、省力化体
系の推進や気象情報を活用した営農指導、経営分析を通じた農業経営管理の強化などの営農指導
を継続した。
・農業気象情報機器について、農業者にとってより有用な情報提供ができるよう管理運営した。
・「芽室町農業ＤＸ構想」に基づく取り組み（申請のオンライン化、作付け情報の共有など）を推進し
た。

農業ＩＣＴ化推進事業

農業気象情報機器管理事業①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

農業振興センター運営支援事業

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

③

②

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成でき
る

① 農業産出額
農業生産額（農
業再生協議会）

億円
363
(R3)

363

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績

383 363

（２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

根拠
（理由）

・農業振興センターを中心に、関係機関が連携した
営農指導の継続や機械・設備の導入などにより、
天候など外部要因に大きく左右されない営農基盤
の構築され、「芽室町農業DX構想」に基づく取り組
みの推進により、目標達成は可能と考える。

施策の方針 対象 意図 結果

環境に配慮し、効率的な農業生産を進めると
ともに、本町農業・農畜産物の理解を促進し、
農業の持続的発展による安定した地域経済
の推進を図ります。

想定され
る理由

・農業振興センターの営農指導などにより、適正輪
作体系の推進、良質な堆肥施用による土づくり支
援など、農業技術の向上、経営基盤の安定化が図
られている。

主　管　課 農林課 課長名 高橋　力 内　線 261 成果は変わらなかった

2024年度実績

農業経営体
農業者で組織
する団体（生
産・加工・流
通）

・生産性の向上に向けた土づくり、適正
な輪作、病害虫・有害鳥獣対策を進め
る
・先進的技術や施設整備による効率的
な農業経営
・地元産農畜産物のPRと販路拡大

安全・安心の農畜産物の供給
持続可能な農業経営による地域経
済の拡大・推進

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業
の企画実施で目標達成は可能

（１）施策の達成度とその考察

1-1-2 政策名 持続可能な農業の基盤整備と支援の強化

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

施策関係課 成果は低下した

作成： 7 6 23

施策番号

施　策　名 農業生産性の向上と経営基盤支援

基本目標 農業を軸とした活力と賑わいのあるまちづくり
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４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

・スマート農業の芽室町の現状について知りたい。
・有害鳥獣や異常気象対策に力を入れてほしい。
・ハンターの確保をお願いしたい。

進捗結果 8 2

A B C D E

進捗結果 ○

施策を取り巻く
状況と今後の予

測

・ゲリラ豪雨など、予測できない天候に対応するため、よりきめ細かな気象情報の提供が必要
不可欠となっている。
・農家戸数の減少による1戸当たり耕作面積の増、労働力不足を解決するための一つの方策
として、農業現場へのデジタル導入、オンラインによる申請など、ＤＸ推進に取り組む必要が
ある。
・2021年度に供用を開始した哺育育成施設について、受入頭数の確保に向けた取り組み、町
営牧場との一体的管理体制の構築を引き続き検討する必要がある。

評価 成果指標等から、前進したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する
意見

５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意
見や要望が寄せら
れ、どのように改
善したか。

評価

C　・気象変動の中で、農業産出額を上げている。
　　・哺育育成施設や、有害鳥獣対策を評価。
Ｄ　・天候に恵まれただけではないか。営農指導がどれだけ貢献し
　　たか不明なので、前進したとは言えない。
　　・近年の機械や資材の高騰、異常な酷暑の対応が十分に行き
　　届いているとは思えない。

・農業振興センターの運営を継続し、農業者への営農指導・経営分析による経営基盤の安定化をさらに進め
る。
・農業気象情報について、引き続き精度の高い情報提供を行う。
・「芽室町農業ＤＸ構想」の推進に向け、「芽室町ＩＣＴ農業検討会議」で議論しながら、構想に基づいた取り組
み（地図情報の一元化・オンライン申請など）を実行する。
・哺育育成施設と町営牧場の一体的管理や、町営牧場の一元化など、ＪＡめむろと協議し、より効率的・効果
的な手法を検討する。
・有害鳥獣対策について継続し、鳥獣被害防止忌避装置等設置助成事業を行う。また、高齢化が進展する
有害鳥獣被害防止対策の担い手確保に取り組む。

今後の取組
に対する
意見

E
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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

施策事業費　(千円） 685,327 604,226 499,265

〇

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

・計画的に国営・道営の土地改良事業を実施することで、基盤
整備は計画策定時より進んだ。

A B C D E

進捗結果

成果指標
設定の考え方

①土地基盤整備の成果指標として、今後の道営事業の計画に基づき設定したもの。
②適正な維持管理により現状の明渠施設を継続利用できることを指標とした。
③事業計画に基づき設定。適正な管理により整備済みの施設を管理する考え方。

④
③事務事業全体
の振り返り(総括)

・道営土地改良参画事業については、実施主体である北海道と協議しながら、受益者の要望把握など地元調整
の役割を担い、財源調整（補正予算など）を含め計画的に実施した。
・農業用水施設、土地改良施設については、営農に支障のないよう緊急性なども考慮し、適切な維持管理を実
施した。また、日々の修繕依頼について農業DXの観点から通報システムを活用し、現地確認や事務手続きの簡
素化を図った。
・国営芽室川西地区の共同管理施設、小水力発電施設の維持管理に係る条例・規則等について、令和8年度供
用開始に向け洗い出しを行った。
・国営十勝川左岸2期地区については事業が開始され、関係受益者の要望を踏まえ、国と協議しながらを進め
た。

土地改良施設維持管理事業
236.8

農業用水施設維持管理事業①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

道営土地改良事業参画事業

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

470.7③
利用できる農業用水施設
の延長農業用水施設の延
長

農林課調べ ｋｍ
444.8
(R3)

463.5 463.5

236.8②
良好に管理されている明
渠施設の延長

農林課調べ ｋｍ
236.8
(R3)

236.8

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成でき
る

①
土地改良事業整備済み面
積

土地改良事業一
覧表による面積 ｈａ

20,671
(R3)

20,725

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績

20,826 20,881

（２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

根拠
（理由）

・国営、道営の土地改良事業を有効に活用し、計画
的な基盤整備の実施、土地改良施設の適正な管理
を継続することで目標が達成できると考える。

施策の方針 対象 意図 結果

国・北海道への事業予算確保を要望し、計画
的な土地基盤整備をすすめ安定的な農業生
産を支援します。

想定され
る理由

・計画的な基盤整備や施設維持管理により成果は向
上した。

主　管　課 農林課 課長名 髙橋　力 内　線 261 成果は変わらなかった

2024年度実績

農地・土地改
良施設・農業
用水施設・農
業経営体

・土地基盤の計画的整備が図られる
・土地改良施設・農業用水施設の整備
と適正な維持管理が図られる

基盤産業である農業の生産基盤と
なる、農地・土地改良施設・農業用
水施設を整備・管理することで、農
業経営の安定化と農業産出額の維
持・向上を図る

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業
の企画実施で目標達成は可能

（１）施策の達成度とその考察

1-1-3 政策名 持続可能な農業の基盤整備と支援の強化

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

施策関係課 成果は低下した

作成： 7 6 23

施策番号

施　策　名 農地・土地改良施設等の整備・充実

基本目標 農業を軸とした活力と賑わいのあるまちづくり
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４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

・持続的な農業のために高温・干ばつ対策が必要。

進捗結果 10

A B C D E

進捗結果 〇

施策を取り巻く状
況と今後の予測

・過去に土地改良事業で整備した施設（明渠排水路・管路・給水栓など）の老朽化が進み、修
繕・更新の要望が増加している。
・道営、団体営事業における新規地区については、中長期的な展望での受益者要望の聞き取
りをしていく必要がある。
・国営芽室川西地区の共同管理施設や小水力発電施設について、令和８年度の供用開始に
向け、洗い出しを行った条例や規則等を令和7年度に整理し、議会提案する必要がある。
・十勝川左岸２期地区について、対象橋りょうの拡充や、橋りょう拡幅など受益者要望実現に
向けて調整が必要である。

評価 成果指標等から、前進したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する
意見

５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意
見や要望が寄せら
れ、どのように改善

したか。

・規模拡大に伴って取得した土地改良事業未実施農地への基盤整備要望
→団体営事業による小規模基盤整備の着手に向けた調整を進める。
・受益者の要望実現に向けた取組み
→受益者要望の聞き取りを丁寧に行い、国営・道営事業の地元調整を行った。

評価 ・成果指標が前進している。

・道営土地改良事業については実施地区3地区を基本として、実施主体である北海道と連携し、継続地区の
事業推進、新規地区の計画策定、受益者要望の把握など採択に向けて取り組む。
・国営芽室川西地区については、令和８年度の供用開始に向け、共同管理施設の維持管理における帯広市
との事務委託に係る規約を、帯広市と協議し整理を進める。
・十勝川左岸２期地区について、明渠排水路の再整備のため、用地買収などの手続きを関係受益者や実施
主体である国と協議を進め実施する。
・団体営事業による小規模基盤整備については、実施地区の選定や工種など制度設計が確立したため、国
の補助事業に対し採択申請などの手続きを進める。

今後の取組
に対する
意見

E
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2025年度 施策マネジメントシート【2024年度実績評価】 年 月 日 ３．施策の達成状況

１．施策の方針と成果指標

２．施策の事業費

作成： 7 6 23

施策番号

施　策　名 地域林業の推進

基本目標 農業を軸とした活力と賑わいのあるまちづくり （１）施策の達成度とその考察

1-1-4 政策名 持続可能な農業の基盤整備と支援の強化

①2024年度
の成果評価
（前年との比較）

成果は向上した

施策関係課 成果は低下した

根拠
（理由）

・計画に基づく森林の管理、保育の継続により、概
ね目標を達成できた。
・森林環境譲与税を活用した事業実施により、森林
の持つ多面的機能の理解促進が進み、目標達成
につながった。

施策の方針 対象 意図 結果

森林が持つ多面的機能の理解促進と、機能
に応じた森林の整備・保全をすすめます。

想定され
る理由

・各種計画に基づく取り組みの継続により、高水準
を維持している。

主　管　課 農林課 課長名 高橋　力 内　線 261 成果は変わらなかった

2024年度実績

町民・町有林・
私有林・森林
所有者

・森林が持つ多面的な機能について町
民の理解を深める
・計画的な保育・造成等により森林を適
正に管理する

森林が持つ多面的・公益的機能
（災害防止・水源かん養・生物多様
性の保全・生活環境の保全・地球
温暖化防止など）が発揮される

現状の取組の延長で目標達成は難し
いが、現行事業の見直しや新規事業
の企画実施で目標達成は可能

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

2025年度実績 2026年度実績 2026年度目標

②第5期総合計
画後期実施計画
(2026年度)の最
終的な目標達成
状況

現状の取組の延長で目標は達成でき
る

①
森林が持つ多面的機能を
知っている町民の割合

住民意識調査 ％
89.8
(R3)

88.6

成果指標 説明 単位 策定時
（基準値） 2023年度実績

88.6 90.0

（２）施策の成果評価に対する2024年度事務事業総括

③
適正に管理されている私
有林面積の割合

森林調査簿より ％
94.9
(R3)

95.0 95.0

99.5②
適正に管理されている町
有林面積の割合

森林調査簿より ％
99.6
(R3)

99.5

③事務事業全体
の振り返り(総括)

・各種計画等に基づき、植栽、下刈、野そ駆除等を実施した。
・豊かな森づくり推進事業を活用し、私有林の適正管理に対して支援を行うとともに、所有者負担分
について森林環境譲与税を活用して支援した。

99%以上

①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

95.0

成果指標
設定の考え方

①森林整備の必要性の理解度を段階的に高めていくという考え方により、目標を９０％としたもの。
②限りなく１００％に近い適正管理面積を目指すもの。
③策定時と同程度の高水準を維持する考え方により設定。

④

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果（計画策定時との比較）

担当課
評価

成果指標は高水準で推移しており、町民による植樹や育樹の
事業が実施できていないが、計画的な保育、造成等により森
林の適正管理や森林環境譲与税の活用による木材利用促
進など進んでいるため、計画策定時と比較すると維持と考え
る。

A B C D E

進捗結果

施策事業費　(千円） 68,276 99,434 76,508

○

策定時決算 2023年度決算 2024年度決算 2025年度決算 2026年度決算

　　Ａ：実現した　　　　　　　Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した　　　　Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した
　　Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した　　　　　　　　　　　　Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

19



４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等 ６．経営戦略会議（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

５．施策の課題認識（現状の課題、第5期総合計画後期実施計画期間において新たに取り組むべき課題）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない又は維持した

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

E

進捗結果 ○

施策を取り巻く
状況と今後の予

測

・森林認証制度の導入による森林所有者の造林意欲向上が期待されているが、所有者所在
不明や経費負担が要因で、私有林の適正管理が進まない状況がある。
・森林環境譲与税の有効活用について、継続して検討する必要がある。 評価 成果指標等から、維持したと評価する。

A B C D

今後の取組
に対する
意見

５に記載の取り組みを進めてください。

この施策に対して
住民・審議会・議会
からどのような意
見や要望が寄せら
れ、どのように改
善したか。

・林業に光が当たる施策
→近年、植樹祭等の森林に触れる機会がなかったため、令和7年度に森林に関するイベントを開催予定。

評価

Ｃ
・ゼロカーボンの施策での取り組みも加味した評価。
Ｄ
・もともと高い数値を維持しているため、前進とは言えない。
・施策の達成状況、課題認識等を踏まえ判断。

・森林所有者の森林管理経費について、引き続き補助事業を活用するとともに、所有者負担分について森林
環境譲与税を活用して支援し、私有林の適正管理を促進する。
・庁内関係部署と協議し、公園木製遊具や、学校、保育所における木製建具の整備など、庁内横断的な視点
で森林環境譲与税の活用策を検討する。
・町のゼロカーボン施策、国の「みどりの食料システム戦略」における森林が果たすべき役割を認識し、町内
全体の森林の適正管理、保全に努める。

今後の取組
に対する
意見

・ゼロカーボンの施策について、関係部署横断的に取り進め
てもらいたい。
・町民に森林に興味や良さを宣伝してほしい。

進捗結果 1 9

A B C D E
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